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６月補正予算編成等に当たっての要望事項について 

 

 令和５年度６月補正予算編成等に対して別紙のとおり要望しますので、予算編成

及び今後の県政運営にあたり格段の御配慮をお願いします。 

  



（別紙） 

 

１ 買い物対策について 

JA 系小売店閉店後の買い物環境を整備するため、商圏人口の少ない地域にお

いても極力店舗継続を実現できるよう、十分な支援策を講じること。あわせて

移動販売や移送支援にも柔軟かつ十分に対応できるよう、現行の支援制度を上

回る支援を行うこと。 

 

２ 社会的孤立・孤独について 

（１）犯罪被害者支援センターについて 

   犯罪被害者支援センター（性暴力被害者支援センターを含む）の相談室を個

室化させること。 

   また、当該センターは寄付が多く、寄付された浄財の計算に手間がかかって

いることから、小銭計算機を１台設置すること。 

（２）ひとり親家庭と孤独孤立の相談体制について 

ひとり親家庭相談と孤独孤立相談についても、相談室の在り方について、同

様に検討すること。 

 

３ 低所得者支援について 

低所得者に対して、さらなる物価高騰対策支援を行うこと。 

 

４ 人工透析の医療体制について 

人工透析の医療体制は医療スタッフの人材不足などで厳しい状況が続いてお

り、特に、一人で動けない患者、精神障がいや認知症を併発している患者の受

け入れに困難を極めている。 

当事者団体や医療機関等関係者と意見交換するなどし、次期「鳥取県保健医

療計画」に盛り込むなど医療提供体制の充実を行うこと。 

 

５ 子育て支援について 

（１）保育料及び小児医療費の負担軽減について 

少子化対策の実効性を高めるため、保育料や小児医療費の負担軽減を一層進

めるなど、子育て支援の拡充を図ること。 

（２）全県給食費無償化について 

日本一の子育て王国とっとりを目指して、市町村と連携し、全国に先駆けて

給食費無償化を全県で実現すること。 

 

 

 



６ 結婚支援について 

結婚支援の仲人役の人員やパートナー企業の数を大幅に増やすための支援策を

講じるとともに、結婚相談会やイベント等の開催回数を増やすための取り組みを

強化するなど、結婚支援事業の充実を図ること。あわせて市町村に、結婚支援事

業の普及、充実、県との連携強化を図るよう働きかけること。 

 

７ 幼稚園・保育園等の事故防止対策について 

幼稚園・保育所等での火傷などの事故防止対策が確実に取られているか、監

査、調査の中で確認をすること。 

 

８ 小児慢性特定疾病医療費受給者証の申請について 

新規分の受給者証が届く前に更新分の受給者証の発行申請を行わないといけ

ないケースがあり、比較的短期間に必要書類を再度揃える負担が生じている。 

受給者証を年間通しての随時発行に変えることを検討するとともに、電子 

データを利用した申請の受付など利用者の負担軽減を検討すること。 

 

９ 酪農・畜産経営支援について 

酪農・畜産経営の安定に向けて、飼料価格の高騰に対する支援を継続すると

ともに、自給飼料生産を継続・拡大するための支援を拡充するなど、生産コス

トの増加に対する支援を実施すること。あわせて老朽化した排泄物処理施設に

対する支援策を検討すること。 

 

10 米子自動車道の使いやすい料金体系の実現 

高規格道路を地域の活性化に活用するため、生活に使用しやすく地域の実情

にあった料金への低減に向けて、関係機関と連携して、社会実験を実施するこ

と。 

 

11 困難を抱える人や家族、支援者への応対・業務改善について 

新型コロナをきっかけに各種支援制度の申請窓口を県が担うことが増えた。

病気や障がい、生活の困窮等、困りごとや不安等を抱え、相談や手続きに訪れ

る県民に対し、職員が寄り添った対応ができるよう、その応対の仕方に対する

研修や改善の仕組みづくりなどに更に取り組むこと。 

 

12 県の業務におけるＣｈａｔＧＰＴの効果的な利用について 

ＣｈａｔＧＰＴについて、これまでのＡＩ文字起こし等と同様に、使用業務

を規定し使い方をルール化して、県民のための効率的な行政を構築すること。 

 

 



 

13 土木技師の確保について 

土木技術者の就職が民間企業に流れるなど、県の土木技師が不足しているこ

とから、人材確保に向けて対策を講じること。 

 

14 教育現場の厳しい労働環境及び教員不足に向けた対策について 

教育現場における厳しい労働環境及び教員不足に対して必要かつ効果的な対

策をとること。 

①国に対し、３０人もしくは３５人学級の実施、および給特法の今回改正予定の

効果を注視し、必要に応じて、さらなる改正もしくは廃止を求めること 

②働き方改革について学校長、教員、職員などすべての教職員の意識改革を図る

こと（教職員へのアンケート調査等） 

 

 

 


